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2022 年 12 月期第２四半期累計期間業績予想と実績との差異 

及び通期業績予想の修正に関するお知らせ 

 

当社は、2022 年第２四半期累計期間（2022 年１月１日～2022 年６月 30 日）の連結業績予想（2022

年２月 14 日付公表）と本日公表の実績に差異が生じましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

また、最近の業績動向を踏まえ、2022 年 12 月期（2022 年１月１日～2022 年 12月 31 日）の通期連

結業績予想（2022 年２月 14 日付公表）を下記のとおり修正いたしましたので、あわせてお知らせいた

します。 

 

記 

 

１． 2022 年 12 月期第２四半期累計期間の連結業績予想数値と実績値との差異（2022 年１月１日～

2022 年６月 30 日） 

 

 
売上高 営業利益 経常利益 

親会社株主に帰属

する四半期純利益 
１株当たり 

四半期純利益 

 

前 回 発 表 予 想（A） 

百万円 

10,537 
百万円 

488 
百万円 

486 
百万円 
341 

円 銭 
7.18 

今 回 実 績（B） 11,628 921 922 566 11.78 

増 減 額（B－A） 1,091 433 436 224  

増 減 率（％） 10.4 88.6 89.8 65.8  

（ご参考）前期第２四半期実績 

（2021 年 12 月期第２四半期） 
8,644 654 680 455 9.68 

 

２． 2022 年 12 月期通期連結業績予想数値の修正（2022 年１月１日～2022 年 12 月 31日） 

 

 
売上高 営業利益 経常利益 

親会社株主に帰属

する当期純利益 
１株当たり 

当期純利益 

 

前 回 発 表 予 想（A） 

百万円 

22,736 
百万円 

1,407 
百万円 

1,404 
百万円 
921 

円 銭 
19.36 

今 回 修 正 予 想（B） 23,794 1,909 1,909 1,245 25.50 

増 減 額（B－A） 1,057 501 505 324  

増 減 率（％） 4.7 35.7 36.0 35.2  

（ご参考）前期実績 

（2021 年 12 月期） 
18,100 1,105 1,143 729 15.47 

 

３． 差異及び修正の理由 

   当第２四半期累計期間につきまして、新型コロナウイルス（COVID-19）感染症の新たな変異株

の出現、国際情勢や資源価格の上昇、円安の急進等があり依然として不透明な状況が続いており

ます。 

このような経済環境の中、当社グループは引き続き日本国内におけるグローバルＷｉＦｉ事業、

情報通信サービス事業に注力し、社会のニーズに柔軟に対応すべく努めてまいりました。 

   グローバル WiFi 事業におきましては、2022 年 4 月頃より世界各国の入国制限の緩和を受け、海



 

 

外渡航者数に回復の兆しもみられ、アウトバウンド、インバウンド、及び国内利用の様々な通信

需要に応えてきたことに加え、ＰＣＲ検査サービスの提供も好調に推移しました。 

また、日本入国時の水際対策の一環として一時的に受託している、空港検疫所における指定ア

プリの登録・確認業務も引き続き対応してまいりました。 

情報通信サービス事業におきましては、物販系商材（移動体通信機器、OA 機器等）の販売が好

調に推移したことに加え、新規事業（スペースマネジメント事業）によりセグメント売上が増加

しました。一方で、強い収益基盤の構築、ライフタイムバリュー（顧客生涯価値）の最大化に向

け一時的に営業コストが増加する月額制自社サービスの積極的な拡販、新規事業の投資期間等に

よりセグメント利益は減少しました。 

以上の結果、売上高、営業利益、経常利益、及び親会社株主に帰属する四半期純利益の全ての

実績が前回発表予想を上回りました。 

通期連結業績予想につきましては、第２四半期累計期間の実績、足元の状況、来期以降の過去

最高益早期達成へ向けた各事業への積極的な投資を踏まえ、通期の連結業績予想を上記のように

修正することといたします。 

 

（注）上記の業績予想は、現時点で入手可能な情報と合理的であると判断する一定の前提に基づいて

おり、実際の業績は今後のさまざまな要因により予想値と異なる可能性があります。 

以上 


